
水俣病から原爆被害へ
私のかかわりの軌跡と二つの病気からみえてくるも の

調 漸（シラベ ススム）

（公財） 平和推進協会 理事長

核兵器廃絶長崎連絡協議会（PCU-NC） 会長

国境を越えた地域医療支援機構 顧問

国立大学法人長崎大学 特命教授

2022年度 第21期 水俣学講義 第14回



本日のお話

１）自分史（なぜ私が平和と核兵器廃絶を考えるようになったか）

２）長崎の原爆被害

３）核兵器廃絶研究センター設立と活動紹介

４）水俣病と原爆被害



祖父 調 来助

旧制長崎医科大学教授として被爆者の救援・被爆医療

しらべ らいすけ





世界唯一の被爆医科大学

医学部は木造教室で受講中の医学生と教職員の多くは、叔父も含め爆死

病院は鉄筋の建屋が多く、祖父は爆死を免れた

医学部 病院



“La possession de l‘arme
nucleaire, peuto-etre vraiment

apporter la paix?”
（核兵器は本当に平和をもたらす

のでしょうか？）
山端庸介氏作「傷を負った弟を背

負って彷徨う兄」

長崎大学医学部教官会議

1996年1月27日掲載

核実験は数千回に上るが先進国
による最後の核実験がこの年

フランスによって行われた。抗議
として仏国新聞のル・モンド誌に
長崎大学医学部教官会議として一

面広告を掲載した。



昭和20年8月9日11時2分

長崎へ原爆投下



当時の長崎市の人口約２４万人
死者 73,884名
重軽傷者 74,909名
被災家屋 18,409戸
最大風速 ４４０m
原爆の直下では恐らく3,000～4,000
原子爆弾（プルトニウム）
TNT換算で21kton爆発力相当



原爆の破壊要素



米国は広島にウラニウム爆弾、長崎にプルトニウム爆弾を投下し、
破壊と健康被害の検証を徹底的に行った。



長崎医科大学の生き残りの医師、医学生ら
による被爆直後の聞き取り調査による
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Life Span Studyは「寿命調査」と呼ばれるもので、もとのABCCが1950年に開始し、
その後放射線影響研究所に引き継がれて現在も進行中です。被爆者（広島及び長崎）約10万人とコントロール約2万
人のコホートを設定して、生存と悪性腫瘍発症を主たる調査項目として70年以上追跡されています。

コホートの中で詳細な線量推定がなされており、放射線被ばくと特に悪性腫瘍との関連については最も規模が大きく、
疫学としての科学性も高いと評価されている。

被爆から５０年以上を経て新たな発癌を発見



心理的・精神的影響調査の歩み

最後に残った主な課題は精神的影響と次世代への影響



GHQ-12: 

質問紙法による検査で、主として神経症者の症状把握、評価および発見に有効なスクリーニング・テスト。非精神
病性の軽度な精神障害のスクリーニングにも利用されている（高得点ほど障害が強い）

本田純久ら.
長崎医学会雑誌 71, 1996.

自身の被爆体験、肉親との離別による経済的な困窮、結婚差別、就職差別、健康不安など



被爆者数の推移（長崎市）

R3年度末：被爆者数22,402人、平均年齢84.3歳
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原爆諸手当等① ※併給不可

手当の種類 支給要件 支給月額 受給者数

医療特別手当
国から原爆症（原子爆弾の放射線が原因で病気など
の状態にあること）の認定を受けた人で、現在もその
病気などの状態が続いている人

141,900円 1,115人

特別手当
国から原爆症の認定を受けた人で、現在は認定され
た病気などの状態にない人

52,400円 428人

原子爆弾小頭症手当 原子爆弾の放射線の影響による小頭症の人 48,840円 0人

健康管理手当

次のいずれかの機能障害を伴う病気に罹っている人

造血、肝臓、細胞増殖、内分泌腺、脳血管、循環器、
腎臓、水晶体混濁による視機能、呼吸器、運動器、
潰瘍による消化器

34,900円 20,599人

保健手当

爆心地から2ｋｍ以内で直接被爆した人及び被爆当時
その人の胎児であった人
① 省令で定める範囲の身体障害がある人
② 配偶者、子、孫、同居人がいない70歳以上の人
③ ①、②に該当しない人

①②34,900円
③17,500円

48人

※支給月額は令和4年度の額、受給者数は令和3年度末時点

被爆者救済の実際



原爆諸手当等② ※①手当との併給可

手当の種類 支給要件 支給月額
受給者

数

費用介護手当

精神上または身体上の障害（重度または 中
度）があり、かつ、介護が必要な状態 で、費
用を支出して訪問介護のサ ービスを受けた
とき

重度
上限額 110,560 円

152人下限額 22,280 円

中度 上限額 75,360 円

家族介護手当
精神上または身体上の重度障害があり、 か
つ、介護が必要な状態で、費用 を支出せず
家族等から介護を受けたとき

重度 定額 22,280 円 388人

手当の種類 支給対象 支給金額 件数

葬祭料 亡くなられた被爆者の葬祭を主に行った人（喪主など） 212,000円 1,599件

葬祭料

※支給月額は令和4年度の額、受給者数は令和3年度末時点

※支給月額は令和4年度の額、件数は令和3年度実績



介護保険サービス利用の助成

助成対象 対象外

訪問介護※、定期巡回・随時対応型訪問介護看護

訪問看護※、訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ※、居宅療養管理指
導※、通所介護※、地域密着型通所介護、認知症対
応型通所介護※、通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ※、短期入所生
活介護※、短期入所療養介護※、認知症対応型共
同生活介護※、小規模多機能型居宅介護※、
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）、

介護老人福祉施設入所・地域密着型介護老人福祉
施設、介護老人保健施設入所、介護療養型医療施
設入所、介護医療院入所、養護老人ホーム入所

訪問入浴介護
介護予防訪問入浴介護
夜間対応型訪問介護
生活援助サービス
ミニデイサービス
特定施設入居者生活介護

介護予防特定施設入居者生活介
護
福祉用具貸与・介護予防福祉用具
福祉用具購入、住宅改修費

◼ 一部の介護保険サービスの自己負担を助成
◼ 保険対象外サービスは自己負担
◼ 訪問系介護は所得税非課税世帯であることが条件
◼ 表中「※」は介護予防も対象



核兵器廃絶運動の歴史

• １９４５年８月広島、長崎での核兵器使用

• １９４６年国連決議第一号 国連原子力委員会設置と全ての大量破壊兵器

廃絶を滅ざす

• １９５４年第５福竜丸の衝撃を受けた杉並の主婦たちの署名運動全国の核

廃絶運動の盛り上がり

• １９５５年ラッセル・アインシュタイン宣言からパグウォッシュ会議開催

• １９６２年キューバ危機

• １９６８年核拡散防止条約（NPT）成立

• 2017年核兵器禁止条約国連で採択、同年ICAN（核兵器廃絶国際キャン

ペーン）がノーベル平和賞受賞

• ２０２１年核兵器禁止条約 （TPNW）が採択され、各国の批准が進み発効

（締約国会議にはドイツ、オランダなど核の傘国は参加し、反対意見を述

べたが日本は不参加）

• 2022年ロシアによるウクライナ侵攻に関連してプーチン大統領による核

兵器使用をほのめかす発言

https://www.y-history.net/appendix/wh1701-011_5.html


決議
私たちは、この会議を招請し、それを通じて世界の科学者たちおよび一般大
衆に、つぎの決議に署名するようすすめる。

「およそ将来の世界戦争においてはかならず核兵器が使用されるであろう
し、そしてそのような兵器が人類の存続をおびやかしているという事実から
みて、私たちは世界の諸政府に、彼らの目的が世界戦争によっては促進され
ないことを自覚し、このことを公然とみとめるよう勧告する。したがってま
た、私たちは彼らに、彼らのあいだのあらゆる紛争問題の解決のための平和
的な手段をみいだすよう勧告する。」



第61回パグウォッシュ会議世界大会（長崎）

「被爆70年：核なき世界、戦争の廃絶、人間性の回復をめざして」
70年前にキノコ雲の下で何が起こったのかを直に被爆者から聞いて核廃絶のための議論をする



2015年11月1日～5日パグォッシュ会議世界大会



パグウォッシュ会議

ノーベル平和賞

1995年、国際政治におけ

る当面の核兵器の削減と、

長期的な核廃絶のための努

力に対しての受賞。



ICAN(核兵器廃絶国際キャンペーン)
ノーベル平和賞受賞記念特別市民セミナー

@原爆資料館ホール 2018年（平成３０）１月１３日

• 「核兵器禁止条約をどう活かすか？～ナ
ガサキからのメッセージ」



若者との対話集会「ノーベル平和賞団体『ICAN』
フィン事務局長と語る：核兵器廃絶と若者の役割」

会場に集まった約５０名の高校生・大学生らと意見交換を行った。
フィン事務局長は、SNSを使えば世界中の人とつながると共に、
情報を発信できる、核廃絶を目指していくためには若者の力が必要

１月１４日
医学部会場



長崎大学核兵器廃絶

研究センター

(RECNA)

●2012年4月1日発足

●活動趣旨

1. 核兵器廃絶に役立つ調査・
研究、情報発信を行う

2. 上記を通じて、学生の主体
的な知識、思考、人間の形
成に貢献する

3. 地域の市民に貢献するシン
クタンクの役割を担う

RECNAの外観

http://www.recna.nagasaki-u.ac.jp/

Research Center for Nuclear Weapons Abolition, Nagasaki University 



RECNA活動の３本柱

1
調査研究・政策提言
●北東アジア非核化の実現への貢献
●「脱核抑止」に向けた専門的分析

教育・人材育成

●軍縮・不拡散教育の推進
●「ナガサキ・ユース代表団」の活動支
援

2

市民社会への情報発信

●「市民データベース」の構築
●被爆地のためのシンクタンク

3



長崎大学編集、Taylor & Francis出版
国際学術雑誌『平和と核軍縮』

• 主な任務は、理論・実践の両面に関

する研究を基盤としながら、核軍縮

と平和の促進に寄与することにある

• 核軍縮・核不拡散・軍備管理に関す

る論文の掲載

• 「核兵器なき世界」の促進・維持に

向けた核のグローバル・ガバナンス

の新たな枠組みの提案

• 核抑止依存に伴うリスクの検討

• 核軍縮プロセスの前進において市民

社会が担うべき役割の分析。



『平和と核軍縮』誌

論文ダウンロード数 2019年から
2020年にかけて、
2.4倍増加

26,164

66,430

161,100

2018 2019 2020



教育・人材育成

「ナガサキ・ユース代表団」の活動支援

ナガサキ・ユース代表団は、長崎

県、長崎市、長崎大学の3者が構

成する「核兵器廃絶長崎連絡協議

会」が主催する人材育成プログラ

ムです。次世代を担う長崎の若者

が、核軍縮や平和の問題を実践的

に学び、この分野で活躍する日本

内外の人々と出会うことで、自ら

考え、行動する力を身に付けるこ

とを目指しています。RECNAは

この活動を全面的に支援していま

す。



ナガサキ ユース代表団の活動



市民社会への情報発信

2021年版核弾頭データポスター（左）と核物質データポスター（右）



市民社会への情報発信
被爆地のためのシンクタンク

RECNAは、核兵器廃絶長崎連絡協議会と連携して、定期的な市
民公開講座を開催しているほか、主に外国から専門家を招いた特
別市民セミナーも随時開くなど、さまざまな市民向けの事業を展
開しています。



（公財）長崎平和推進協会の活動

継承部会

写真資料調査部会 音楽部会

交際交流部会



NPT再検討会議を取り囲むNGO活動 @ニューヨーク2015



「水俣病」問題の広がり
「水俣病」発生地域の住民約20万人

最高裁判決後の 公健法認定申請
者 約1,900人※(5/10現在) ※
保健手帳返却者約120名を含む

平成7年の「政治解決」による救済 約12,000
人(うち保健手帳約1,000人) ※10訴訟を取り下げた約
2,000人を含む

公健法に基づく認定 約3,000
人
昭和40年以降~現在

発生地域の住民約20万人

環境省の資料から改変



被爆者の調査・支援

◯国・市が主体で被爆者の調査・支援

◯ABCC、大学、放影研などの研究機関による詳
細

かつ長年にわたる疫学調査、研究調査

◯被爆者の減少による継承の問題
◯精神的な健康被害
◯二世の健康被害の有無
◯黒い雨問題（被爆認定地域拡大問題）

今後の課題



原田正純医師の言葉
水俣病研究の第一人者で患者の救済に半世紀にわたって取り組んだ医師

水俣病の

小なる原因は有機水銀であり、

中なる原因はチッソが廃液を
たれ流したことであり

大なる原因は



戦争と被爆と公害

通底するものは

人の尊厳を無視した結果です



被爆者の持つ圧倒的な存在感を国際会議に
出て初めて認識しています

まだ核兵器が世界中にたくさんあることが いちばん悲しい
自分の体が続く限り「原爆反対」を言い続けたい



いま、核兵器廃絶運動を主導しているのは２０代、
３０代の若者たち

ICANスタッフ
No Nukes Tokyo共同代表




